
京都市保育所緊急整備等事業に関する整備費等補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定こども園を構成する幼稚

園及び保育所の設置者が同一の学校法人であって、当該保育所の施設整備を行う場合又

は幼稚園型認定こども園を構成する幼稚園の設置者と同一の学校法人が、当該保育所機

能部分の施設整備を行う場合に限る。）、日本赤十字社、公益社団法人、公益財団法人そ

の他市長が認める者（以下「法人等」という。）が、保育所等整備交付金又は京都府子育

て支援特別対策事業費補助金及び子ども・子育て支援施設整備交付金に係る保育所緊急

整備事業、小規模保育整備事業及び認定こども園整備事業（幼稚園型認定こども園の保

育所機能部分の施設整備に限る。）等を実施するに当たり、予算の範囲内において補助金

を交付することについて、京都市補助金等の交付等に関する条例（以下「条例」という。）

及び京都市補助金等の交付等に関する条例施行規則に定めるもののほか、必要な事項を

定めるものである。 

 

（補助対象事業） 

第２条 補助の対象とする事業（以下「事業」という。）は、法人等が主体として行う次の

各号に掲げる施設整備事業とする。 

（１）保育所等（認定こども園において保育を実施する部分、小規模保育事業所及び学童

クラブ専用室を含む。）の新設、修理、改造、整備をする事業（幼稚園型認定こども園に

ついては、幼稚園と保育所機能部分の定員の合計数が２０人以上の場合に限る。） 

（２）地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地等）を活用して定員３０人

までの保育所（分園）を整備する事業 

 

（補助対象経費） 

第３条 施設整備事業の補助対象とする経費は、次の各号に掲げる経費とする。 

（１） 工事費及び工事事務費（工事費の２．６％を上限とする。） 

（２） 保育所等の開設準備にかかる費用 

（３） 特殊付帯工事に必要な工事費 

（４） 解体撤去に必要な工事費及び仮設施設整備に必要な賃借料、工事費 

（５） 実施設計に要する費用 

 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、前条に定める経費の４分の３に相当する額の範囲内の額とする。 

ただし、市長が特に必要があると認めるときは、この限りではない。 

２ 前項により算出した額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て

るものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第５条 条例第９条に規定する申請は、京都市保育所緊急整備事業に関する整備費等補助



金交付申請書（第１号様式）に次の各号に掲げる書類を添付して行わなければならない。 

 

（１）事業計画書（第２号様式） 

 （２）建物の平面図及び立面図 

 （３）施設面積表 

 （４）対象内容の施設整備に要する予定金額がわかるもの（見積書等） 

 （５）対象内容に関する資金計画書 

 （６）法人の定款 

 （７）前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類 

 

（標準処理期間） 

第６条 市長は、条例第９条による申請が到達してから１４日以内に条例第１０条各項の

決定をするものとする。 

 

（補助金の交付） 

第７条 条例第２１条第２項に規定する交付は、工事の着手に当たり、交付決定額の３割

以内を、又は工事の出来高に応じて行うことができるものとする。 

 

（申請事項の変更の承認） 

第８条 条例第１２条第１項の規定による通知を受けた者は、申請書又はその添付書類に

記載した事項を変更しようとするときは、市長の承認を受けなければならない。 

 

（実績報告） 

第９条 条例第１８条の規定による実績報告は、事業完了後速やかに、補助金事業実績報

告書（第３号様式）に次の各号に掲げる書類を添付して行わなければならない。 

（１）実績報告書（第４号様式） 

（２）建物の平面図及び立面図 

（３）施設面積表 

（４）対象内容の施設整備に要した金額がわかるもの（契約書及び領収書等） 

（５）対象内容に関する資金決算書 

（６）対象内容の工事の完了がわかるもの（写真等） 

（７）前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類 

 

（財産処分） 

第１０条 事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により

取得し、又は効用の増加した価格が３０万円以上の機械及び器具及びその他の財産につ

いては、「厚生労働省所管一般会計補助金に係る財産処分承認基準」が定める期間を経過

するまで、市長の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、担保に供し、取壊し、又は廃棄してはならない。 

 



（仕入控除税額の報告） 

第１１条 補助金の交付後、法人等が消費税及び地方消費税を申告し、この補助金に係る

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに、消費税及び地

方消費税に係る仕入控除税額報告書（第５号様式）により市長に報告しなければならな

い。 

  なお、法人等が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）であ

って、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税

及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき

報告を行うこと。 

 ２ 市長は、前項の報告があった場合、当該仕入控除税額の全部又は一部を納付させる

ことがある。 

 

（補足） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、子ども若

者はぐくみ局長が定める。 

 

附 則（平成２２年４月１日） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正前の京都市保育所施設整備補助金交付要綱（以下「旧京都市保育

所施設整備補助金交付要綱」という。）に基づき、平成２２年３月３１日までに交付決定を

行った補助金については、旧京都市保育所施設整備補助金交付要綱の規定は、なお従前の

例による。 

 

   附 則（平成２５年６月１日） 

  この要綱は、平成２５年６月１日から施行する。 

 

   附 則（平成２７年４月１日） 

  この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

 附 則（平成２８年６月１５日） 

（施行期日等） 

１ この要綱は、平成２８年６月１５日から施行する。 

２ 改正後の要綱第１０条及び第１１条の規定は、平成２８年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

３ 従前の様式による用紙は、市長が認めるものに限り、当分の間、これを使用する

ことができる。 

 

 附 則（平成２９年４月１日） 



（施行期日等） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 従前の様式による用紙は、市長が認めるものに限り、当分の間、これを使用する

ことができる。 

 

   附 則（令和３年４月１日） 

  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

   附 則（令和３年５月１７日） 

  この要綱は、令和３年５月１７日から施行する。 

 

   附 則（令和４年４月１日） 

  この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式（第５条関係） 

 

 

京都市保育所緊急整備等事業に関する整備費等補助金交付申請書 

 

（あて先）京都市長   年  月  日 

法人の所在地 法人の名称及び理事長の氏名 

 

 

 

                 

電話    － 

 

 

 

 

 京都市保育所緊急整備等事業に関する整備費等補助金交付要綱第５条の規定に

基づき、次のとおり申請します。 

施 設 名 称 
 

施 設 種 別 
 

所 在 地  
 

費 用 の 総 額 
 

交 付 申 請 額 
 

着工予定年月日  
 

竣工予定年月日  
 

開設予定年月日  
 

 

 



第２号様式（第５条関係） 

 

事  業  計  画 

 

１ 施設の概要 

（１）名称 

（２）所在地 

（３）種別 

（４）事業の目的及び効果 

（５）設置主体及び運営主体 

（６）利用定員 

 

２ 施設整備費等に係る事業内容 

（１）新設建物の規模及び構造 

 ア 敷地面積     ㎡ 

  イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別） 

  ウ 建物の面積  建築面積     ㎡、延床面積     ㎡ 

  エ 建物の構造     造    階建て 

（２）既存建物の規模及び構造 

 ア 敷地面積     ㎡ 

  イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地の別） 

  ウ 建物の面積  建築面積     ㎡、延床面積     ㎡ 

  エ 建物の構造     造    階建て 

（３）仮設建物の規模及び構造 

  ア 建物の面積  建築面積     ㎡、延床面積     ㎡ 

  イ 建物の構造     造    階建て 

（４）整備費内訳 

  ア 建築主体工事費         円 

  イ 解体撤去工事費         円 

  ウ 仮設施設整備費         円 

  エ 実施設計費           円 

  オ 工事事務費           円 

カ 合  計            円 

（５）財源内訳 

  ア 京都市補助金        円 

  イ 設置者負担金        円 

    （内訳）自己資金        円 

        借入金         円 

        寄付金         円 

 ウ 合  計          円 



 

（６）施工計画 

ア 工事請負契約年月日 

イ 着工年月日 

ウ 竣工年月日 

エ 事業開始予定年月日 

オ 解体撤去工事 

 ア）着工年月日 

 イ）完了年月日 

カ 仮設施設工事 

 ア）工事期間 

 イ）仮設施設の使用期間 

 

 

 

 

 

 



第３号様式（第９条関係） 

 

 

京都市保育所緊急整備等事業に関する整備費等補助金実績報告書 

 

（あて先）京都市長  年  月  日 

法人の所在地 法人の名称及び理事長の氏名 

 

 

 

 

電話    － 

 

 

 

 

 京都市保育所緊急整備等事業に関する整備費等補助金交付要綱第９条の規定に

基づき、次のとおり報告します。 

施 設 名 称 
 

施 設 種 別 
 

所 在 地 
 

費 用 の 総 額 
 

交 付 申 請 額 
 

着 工 年 月 日 
 

竣 工 年 月 日 
 

開 設 年 月 日 
 

 



第４号様式（第９条関係） 

 

実  績  報  告 

 

１ 施設の概要 

（１）名称 

（２）所在地 

（３）種別 

（４）設置主体及び運営主体 

（５）入所（利用）定員 

 

２ 施設整備費等に係る事業内容 

（１）新設建物の規模及び構造 

 ア 敷地面積     ㎡ 

  イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収地の別） 

  ウ 建物の面積  建築面積     ㎡、延床面積     ㎡ 

  エ 建物の構造     造    階建て 

（２）既存建物の規模及び構造 

 ア 敷地面積     ㎡ 

  イ 敷地の所有関係（自己所有地、借地の別） 

  ウ 建物の面積  建築面積     ㎡、延床面積     ㎡ 

  エ 建物の構造     造    階建て 

（３）仮設建物の規模及び構造 

  ア 建物の面積  建築面積     ㎡、延床面積     ㎡ 

  イ 建物の構造     造    階建て 

（４）整備費内訳 

  ア 建築主体工事費         円 

  イ 解体撤去工事費         円 

  ウ 仮設施設整備費         円 

  エ 実施設計費           円 

  オ 工事事務費           円 

カ 合  計            円 

（５）財源内訳 

  ア 京都市補助金        円 

  イ 設置者負担金        円 

    （内訳）自己資金        円 

        借入金         円 

        寄付金         円 

 ウ 合  計          円 

 



 

（６）施工期間 

ア 工事請負契約年月日 

イ 着工年月日 

ウ 竣工年月日 

エ 事業開始年月日 

オ 解体撤去工事 

 ア）着工年月日 

 イ）完了年月日 

カ 仮設施設工事 

 ア）工事期間 

 イ）仮設施設の使用期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５号様式（第１１条関係） 

 

 

京都市保育所緊急整備等事業に関する消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

（あて先）京都市長    年   月   日 

法人の所在地 法人の名称及び理事長の氏名 

 

 

 

                 

電話    － 

 

 

 

 京都市保育所緊急整備等事業に関する整備費等補助金交付要綱第１１条の規定

により、報告します。 

施 設 名 称  

補助金交付決定日         年    月     日 

補助金交付決定通知書番号             第      号 

報 告 対 象 年 度                   年度 

補 助 金 額                    円 

消費税及び地方消費税の申告により

確定した消費税及び地方消費税額

に係る仕入控除税額 

（要補助金返還額） 

                   円 

※添付書類 

・消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額に係る確定申告の写し（確定申告後に修正

申告等を行った場合にはその修正申告の写し等） 

・消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額の積算内訳等 


